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はじめに
　
日本の政党政治、とりわけ自民党政治は候補者本位から政党本位へ変わりつつある。そして、この政党本位の基軸
をなすのが、政策を中心とした政党間競争ないし政権交代である。中選挙区制のもとで分権的であった自民党は集権化した政党組織となり、派閥や後援会などの伝統的なチャンネルもその役割を変えつつある。しかしながら、政 組織の集権化と政策を中心とした政党政治の出現によって、既存の政党─有権者関係（
party-voterslinkage ）がどの
ように変わり、また、どのような連携が現れている つい は十分な経験的研究が行われていない。　
本研究は政策を中心に中央─地方組織の役割を把握し、自民党の「説明メカニズム」を明確にすることを目的とし
たものである。自民党は有権者に対してどのように政策を説明し、支持を取り付けているのか。この政党政治の説明メカニズムに焦点を当て、自民 中央が 決定した場合、党中央と有権者をつなぐ中間的アクターである地方組
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織がどのように活動しているのかを明確にすることによって、政策を介した新しいリンケージに向かっている「変化した自民党モデル」を明確にしたい。具体的 は、中央─地方間政策的・組織的つながりを解明する格好の事例として、ＴＰＰ交渉過程にみる農業問題の処理について注目したい。ＴＰＰへの対応によって自民党の伝統的な支持基盤であった国内産業、とりわけ農村部への取り組みは大きく変わる可能性があるからである。果たして、農業従事者大半が反対する政策を上で決めた場合、中央は反対勢力にどのように対応するのか、その際に中央と地方有権者をつなげる地方組織はどのような反応と行動を く 。本研究 で一定の 立場が導きだされた際に、地方組織ではどのような議論と手続きがなされ 決定 受け入れ のかを事例研究を通じて分析する。　
一九九四年選挙制度改革や政治資金改革以降、自民党の組織変化に対する研究が活発になっている。その背景には、
制度変化に伴い、党中央や個々の 員も従来とは異なる対応をとる可能性があるからである
）（
（
。これに関連する議論を
みてみると、次の二つの方向性が見うけられる。その一つは 自民党としてまとまりが強くなり、党本部 権限 強化したことに注目する見方 ある。たとえば、浅野正彦 候補者公募制、予備選挙の導入などを通じて、 党執行部が強力な権限を行使していることを明らかに
）（
（
。この党本部の権限強化によって地方組織の影響力は相対的に弱化
することにつながる。山田真裕は茨城二区 事例研究を通じて、国会議員が特定 県議 集票を依存す 従来の選挙戦略から脱却する可能性があることを指摘している
）（
（
。こうした見方は制度変化によって、候補者公認や資金配分にお
いて党執行部の重要性が高ま ことが想定してい 同様 見方 地方組織 なげれば 国会議員─地方議員間協力関係を示す「系列」も再編す 可能性 あ 。個々の国会議員が集票源 して系列より、党中央に依存する誘因が強くなったためであ 。よって、系列 再編され、地方組織 影響力も相対的に弱化す という予測が論理的 浮かびあがる。
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もう一つは、従来個人後援会や派閥が担ってきた機能や権限の空白を埋める重要なアクターとして地方組織の役割
に注目する見方である。とくに、候補者選定において県連指導部が重要な役割を果たすこととなった
）（
（
。また、意思決
定でも地方政治が単に国政に従属するだけではなく、県連が党執行 から自律的な意思決定を行いうることが指摘されている
）（
（
。国会議員─地方議員間協力関係を示す系列においても、国政レベルの影響は限定的であったことが明らか
になった
）（
（
。このことは、地方組織が党本部や国会議員に対して一定の自律性をもつ可能性を示唆している。同様の見
方から、都道府県支部連合会（以下、県連）の役割も大きく注目され いる。とくに、建林正彦 はじめとする多くの研究者 よ 、日本の政党組織は地方レベルで一定の政策的独自性をもつ地方組織 構築されていること、そして中央─地方関係にみる が分散型、ないし分離型の特徴をもっ こ が明 かになっている
）（
（
。
　
このように、上記の二つの異なる方向性は、制度変化に伴い従来の や後援会、そして系列が担ってきた個人中
心の組織運営が変化するという論理的な想定に基づいて、既存 を誰が埋めているのか──党本部なのか、それとも個人から組織へ軸をおいた地方組織な か──につ 異なる見方を示している。今のところ、 中央の権限強化、地方組織における運営の多様性と一 の自律性、両方ともに観察されている。ただ、二つ 異な 向性 観察されているところはもっぱら選挙活動や公認過程の変化に傾いており 政策をめぐ 議論 十分に行われていない。現実の政治では政策を中心とした政党本位が定着しつつあるという見方が強く っ きたが、実際、政党研究分野では、政党組織がどのような政策活動を行って るかについては十分 研究されてい 。地方組織に関する成果も蓄積されてきている 独自の県 とは別に中央の政策決定が地方に与え 影響、系列と県連など 地方組織がど ような政策的活動を行っ のかについ 、具体的な議論は進ん い い。　
先行研究で確認されているように、もし、党中央の権限強化と地方組織の影響力強化が同時進行している であれ
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ば、党全体として自民党はどのような意思決定をへて合意を導きだすのか。求められるのは、党が政策的一体性を導き出す中で党中央、国会議員、そして地方組織の相互作用を明確にすることである。なぜなら、党の政策的・組織的運営において一般化可能な特徴を見出 、いかなる合意形成過程をへて有権者に接す のかを究明するところに、政党の中央─地方組織関係を探る根本的な問題意識が存在するからである。したがって、本研究では、選挙協力や公認過程、そして地域に限定される政策課題（
regional-issue ）をめぐる議論を避け、国全体に適用される全国的政策課
題（
national-issue ）を対象に、選挙レベルでの系列とは異なるいわば、 「政策系列」を明らかにしたい。
　
具体的な構成は以下となる。まず、第一章では理論的根拠と分析モデルを提示した上で、分析対象としてＴＰＰ過
程における農業の処理問題と鹿児島県の事例がもつ有効性を説明する。そして、第二章ではＴＰＰ交渉をめぐって繰り広げられた政治アクター間相互作用と交渉前・交渉中・合意後 三つのステージーに分けて検討し、各段階においていかなる形で合意形成が計らえたのかを追っていく。最後に、第三章では事例研究の分析結果から浮かび上がる自民党地方組織の役割をまとめた上で、かつて個人中心の組織運営を行っていた自民党が、現在、政策過程 おいてどのようにその行動様式を変えているのかを明確にしたい。
第一章
　
仮説と分析モデルの提示
第一節
　
理論的根拠：政党─有権者リンケージと説明メカニズム
　
上記の問題意識と研究目的は、次の二つの理論的背景から導かれたものである。第一は、政党─有権者間連携（リ
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ンケージ）の論理である。一般的に、政党─有権者関係には、票と利益を交換するクライエンテリスティック・リンケージ（
clientelisticlinkage ）と、理念と政策に支えられるプログラマティック・リンケージ（
program
m
atic
linkage ）の二つの連携型があるという。また、政党─有権者関係は固定的なものではなく、経済成長の結果、物質
的便益の交換を中心とするクライエンテリスティックな関係から公共財である政策を中心と プログラマ ィックな関係に移行する可能性が高い。日本の政党─有権者関係をめぐる多くの研究では、典型的なクライエンテリック・リンケージが続いたとされてきた。そして、現在はこのリンケージの弱体化が進み 政策を介したプログラマ ィク・ の強化が現れていると 見方が強い このリンケージの変化を考慮する際に注目されるのが、キッチェルト（
H
erbertK
itschelt ）が提示する「リンケージ選択の概念（
linkage-choicetheory ） 」である。この概念では、
政治家が票と利益を交換する私的財と政策に支えられる公共財を両立させ、ときにはそれらを組み合わせるので、政治家の戦略的行動と選択が有権者との関係を設定 重要な要因となる
）（
（
。キッチェルトが主張するように、もし政治
家の戦略的行動 多様な政党─ リンケージを設定し、政党 対応力を支えてきたとす なら、自民党リーダーが行った弾力 政策変更 いう公共財 地域レベルでも浸透 各候補者が提供する私的財 組み合わせられた可能性がある。自民党 地方組織が党中央の戦略的政策変更に忠実に従ったか否か、そ 際 彼らは物質的な便益と公共財としての政策をど ように組み合わせ、ど ように したのかを解明するこ によって 党中央 戦略的行動に対する地方組織の対応と 党─有権者 質的変化 議論することが可能になる。　
第二の理論的根拠は、政党が政策を説明するアウトプット過程である。政治過程の中で政党の機能は大きく二つの
領域に分かれている。そ 一つは、民意を集約して 策を決定するインプット過程である。もう一つは、中央で決まった政策を有権者に説明するアウトプットの過程である。自民党政治については、多く 選挙研究を通じて民意の集
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約過程が明らかになり、そして政務調査会や部会を対象にした党内政策決定過程が解明された。しかし、政策を有権者側に説明するアウトプットの過程は、不明である。自民党が政策を変更したときに、それをいつ、誰が中心となって、どのように有権者側に伝えるのか、またその伝え方はどのように変化したのか。こ アウトプットの説明のメカニズムを解明 ない 政党─有権者関係のつながりはみえてこない。こ 研究上の空白を埋めるため も、自民 と との関係、そして自民党の中央─地方組織 関係がど ように変化して たのかを実証することが求められている。
第二節
　
分析モデル：アクター間競争モデルの提示
　
地方組織レベルでの合意形成の仕組みを明らかにするために、 「アクター間相互
作用モデル（
inter-actionm
odel ） 」を提案する。このモデルは、地方組織での決
定において発言力をもつ複数 アクターを想定し、このアクター間競争と政策的行為形成を結びつけたものである。一九八〇年代まで 中選挙区制度下、有力議員中心の伝統的な行動様式を「拒否権モデル（
politician-vetom
odel ） 」とするならば、
一九九四年以降は、複数アクター間で議論を通して政策的合意を導きだす「アクター間相互作用モデル」となる。　
ここで、複数アクターを想定している理由は、選挙制度改革と政治アクターの質
図 （　地方組織の政策決定構造
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的変化により、政党内の集団的行動様式も大きく変化したからである。その結果、当然のことながら、派閥が強力な時代と党執行部が強くなった時代とでは、中央─地方組織における合意形成も異なるものにならざるをえない。明確にみえる変化として、まず、党中央の政策決定構造が変わった。かつてのような派閥による陳情処理はより難しくなり、政策変更は の意思で決まるようになった。さらに、幹事長をはじめとする党執行部が候補者公認と資金提供に大きな権限をもつようになり 地方に対する政策的関与も強くなっ と考えられる。一方、地方でも、派閥や系列といった有力議員の発言力が低下したことで、公式下部機 である県連も当事者能力をもって政策的調整を図るようになってくる。したがって、一九九四年の制度改革以降、地方組織レベルで発言力をもつ決定者 数が増えた、とみることができよう この変化を考慮すると、複数アクター間相互作用によ 政策的合意形成を想 する「アクター間相互作用モデル」は これから 自民党地方組織レベル 決定を把握するうえで一定の妥当性 もつと考えられる。本研究では、地方組織の実質的な政治アクター て、国会・地方議員、県連、そして 実上自民党 一体化して行動をとってきた外延支持団体を想定している。そして この制度的・人的ネットワークの総体とし 地方組織を捉える。
第三節
　
分析対象として鹿児島県の位置づけ
　
本研究が鹿児島県を分析対象とするのは次の三つの理由による。第一に、社会・経済的状況からして、鹿児島県は
ＴＰＰ交渉をめぐって敏感なが予測され 代表的な農業県である。鹿児島県は県民の一〇％が第一次産業従事者（農業者）で構成されており、全国の都道府県のうち産業構成や就業者比率 面で農業従事者 影響力が高い
）（（
（
。そして、
農業生産額 も全国四位を占め、農業を基幹産業とする全国トップクラスの農業産地であることから、鹿児島県にと
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って農業問題は県民の暮らしのみならず、県政の財政にも響く重要な問題として位置づけられる
）（（
（
。ＴＰＰによる関税
撤廃が実施される場合、
（,（0（
億円（二〇 三年三月、ＴＰＰ交渉参加を正式に決定した時点）程度が減少するとさ
れるなど、ＴＰＰ協定に極めて敏感な反応が予測されていた
）（（
（
。
　
第二に、政治状況の特性上、自民党の組織的対応とその変化の有無を知る上で有効な事例である。というのも、鹿
児島県は国会議員や地方議会において自民党が圧倒的に優位を占める典型的な保守王国の一つである
）（（
（
。さらに、同県
における自民党の党勢は、一九九三年以降 小選挙区比例代表制の導入による制度変化の大きな影響を受けてはいない。二〇〇〇年代後半の自民─民主政権交代期でさえ、国会議員選挙や地方選挙 おいて自民党 候補者が圧勝するなど、他党の影響力 極めて少ない地域でもある
）（（
（
。ここに、同県の自民党アクターがいかなる有権者対応をしてきた
のか、その政策的対応の仕組みが注目できる。　
第三に、上記の自民党優位の持続と 策的対応との関連で、もう一つ注目するべきは、県内自民党政治家の特徴に
ついてである。鹿児島県では、国会議員─地方議員の人的構成やネットワーク上、伝統的な自民党組織の特徴が維持されて る。県選出国会議員 中では世襲議員、農林族ベテラン議員、地方議員出身が占める割合が高く、弱者配慮と富みの再配分を重んじる伝統的な自民党の政策選好を継承する傾向が強い。そ て、農業を基幹産業とす 地域性によって、農業 野において党中央 大きな発言力をもつ農林族が少なくな また、国会議員の候補者公認過程においても、地方議員を重要なリクルート源としているため 国会議員─地方 間協力体制も強いと考えられ
）（（
（
。
さら 、選挙においては農協（農業協同組合、以下ＪＡ）をはじめ 医師会、建設業界など、いわば自民党 伝統的な支援団体集票力が効 おり、これらの組織票を動員する上でも各団体から 推薦が得票を左右する重要な要素一つである。とくに、二〇万人の組合員をもつ ＪＡの組織力が得票に与える影響力も強く 自民党─ＪＡ関係
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も非常に友好であるため
）（（
（
、ＴＰＰ交渉過程において県内自民党の対応も注目すべきところである。
　
上記三つの政治・経済的状況を考慮すると、鹿児島県は政策的合意形成や組織運営における自民党の変化を発見し
にくい事例であるといえる。裏を返せば、同県が分析対象として敵する理由はまさにここにある。もし、これまで変化から疎遠であった伝統的な自民党地盤で一定の変化がみられるのであれば、それは自民党の政策的・組織的行動様式の変化を裏付ける重要な根拠になり得ると考えらえる。
第二章
　
ＴＰＰ交渉参加から合意までの政治過程
第一節
　
ＴＰＰ交渉参加をめぐる政治過程（二〇一二年一二月～二〇一三年三月）
?????????????????????????
　
自民党政府がＴＰＰ参加を前向きに検討する動きが活発になったのは二〇一三年二月頃である。当時、自民党では
参加を否定する見方が強かった。それまでＴＰＰ推進に反対してきた議員連盟である「ＴＰＰ参加の即時撤回を求める会」はこの時点で自民党議員の六〇％以上を占める二三六人にまで増えることとなっ
た
）（（
（
。また、自民党農林部会
（部会長、小里泰弘）でも反対の立場から共通認識をもって挑んでいくことを明確にし、部会内でＴＰＰ参加反対の立場を再確認していた
）（（
（
。ところが、安倍総裁は政権交代以前から役員会で総裁一任の合意を得ており
）（（
（
、政権復帰後の
二〇一三年二月二五日の役員会 もＴＰＰ交渉参加に関する判断を総裁 一任することを再度確認していた。　
この二つの異なる方向性には党指導部と一般議員間での認識のギャップが表れている。両者間での意見の不一致が
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
八八
明確に示されたのは、自民党自らが定めていたＴＰＰ参加を判断する基準についてである。ＴＰＰ推進を求める党指導部は「聖域なき関税撤廃を前提としない」ことを判断基準とみなしていた
）（（
（
。これに対し、自民党側は関税撤廃以外
にも、自動車等、国民皆保険制度、食の安全基準、ＩＳＤ条項、政府調達・金融サービスについて参加を判断する条件を定めた「六項目」が党の正式な判断基準であると主張した
）（（
（
。自民党は判断基準をさらに明確にするべく、二月二
七日、別紙の形式で ＴＰＰに して守りぬくべき国益 を採択した。そこには従来の六項目に加え、党内議論において強い指摘があった五つの内容を付け加えられており、ＴＰＰ参加を求める 側にさらなる条件を付加す 内容となっ いた
）（（
（
。結局、政府─与党間での判断基準の差は埋められず
）（（
（
、政府がＴＰＰ交渉に参加するには自民党内の議
論と手続きを踏まえることで、合意を導きださなければならなく った。
?????????????????????
　
二〇一三年三月一五日、首相が正式にＴＰＰ参加を表明するまでの党内過程は次のように展開された。まず、総裁
直属の外交・経済連携本部でＴＰＰ対策委員会が設置された
）（（
（
。こうした組織編成によって、これまで部会別に行われ
てきた党内議論が一元化され、ＴＰ の協議の場は切り替えられた。ＴＰＰ対策委員会は党内議論 取りまとめる中核組織となり、五つのグループに分かれＴ Ｐ参加を視野にいれた検討が始まり、早 も三月一三日にはを前提にした決議が出された
）（（
（
。同決議では、冒頭で党が正式に示した参加基準（六項目）にふれつつも、党内合意が
ＴＰＰ参加へ結びついた内容となった
）（（
（
。これを受け、三月一五日、安倍首相はＴＰＰ交渉参加を正式に表明するに至
る。　
正式に決議が出されたことを契機に、党内決定を認めざるを得なくなった慎重派は、国会の場を活用し、ＴＰＰ交
政策過程における政党組織の役割（李）

八九
渉過程に対する一定の前提を施した。二〇一三年四月、衆参農林水産委員会において
 農林水産物の「重要五品目
（米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源） 」を守り、交渉過程で十分な情報提供などを盛り込んだ国会決議を行ったのである
）（（
（
。ＴＰＰ交渉を推進していく中で、この国会採決がもつ意義は大きい。まず、政府─自民党の間でＴＰＰ推
進をめぐる一定の均衡点を生み出すことができたことである。ＴＰＰ 加をめぐっては党内決議によって六項目という条件が決まっていたが、この決議が実際の交渉過程においてどれほど規定力 発揮するのかは明確ではない部分が残されれていたからである。交渉妥結後の国内批准を見据えた上で、国会採決を通じて重要五品目と う交渉の大前提が定めておくことによって、政府側はこの高いハードルを強く意識す 形で交渉に臨まざるを得なくなったのである。　
次に、後述するように、地方レベルにおけるＴＰＰ合意形成過程の中で国会採決がその後ろ盾となったことである。
国会決議に漕ぎつけたのは自民党内のＴＰＰ慎重派であり、自民党主導で国会決議が生み出された。この時点で慎重派議員たちも、地方の不安に配慮する形で 交渉推進の整合性が れたと判断し、交渉反対から推進へと方針を転換しえたとされ
）（（
（
。このことを踏まえて考えると、国会採決を導いた党内慎重派の認識と行動は、党中央─地方組
織内部の政策的一体性を保ち、説明責任を果 す上 「要」役を演じる仲介者であったことは見逃せない。　
鹿児島県と関連して、国会決議はもう一つ重要な意義をもってい 。というのは、同決議を主導した衆議院議員の
森山裕、参議院議員の野村哲郎の両者 鹿児島県選出 国会議員という共通点があるからである。同 は衆議院・参議院合同のものであったが、ＴＰＰ推進に対する両者の共通認識の下、衆議院では森山 、そして参議院 野村が中心となって決議案をまとめることによって 両院合同と う極め まれな形の決議が行われた（発議者、森山）
）（（
（
。
農業政策に詳しい両者の接点を考慮する 、ＴＰＰ慎重派国会議員 認識と行動 党中央と鹿児島県内にま がるＴ
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
九〇
ＰＰ処理問題に対していかなる役割を演じたのかを探る上でも注目できる。
第二節
　
ＴＰＰ交渉中の相互作用（二〇一三年三月～二〇一五年九月）
????????????
　
国内でＴＰＰ交渉をめぐる議論が始まった二〇一一年以降、自民党鹿児島県連は「ＴＰＰ反対」の立場を標榜した
ところである。同県連では「ＴＰＰ反 」を強く主張し「国のあり様を変え 『ＴＰＰ参加』絶対阻止と活力ある農林水産業の進行」 （ 『平成二三年
　
鹿児島県連政務調査会活動方針』 ）を掲
げ
）（（
（
、二〇一二年衆議院議員選挙の際にも同
様の立場を示していた だが、政府が 参加を正式に表明すると、県連はこのＴＰＰ問題に対する一定の方針づくりを急がなければならなくなった。　
首相がＴＰＰ参加を表明した三月一五日の夕方、県連では直ちに緊急説明会が開かれた。会長森山は自民党県議や
市議らを集め、首相の交渉参加表明会見を前に経過を報告した。そして県選出のＴＰＰ慎重派議員らが関わった農産品を関税撤廃の例外とする党の決議や、日米間が重要品目を認め 共同声明にふれつつ、 「県民によく説明し、誤解や不信があってはいけない」と理解を求め
）（（
（
。説明を受けた地方議員側からも農業への影響を抑えるための党中央側
の配慮を理解し、近く党方針を踏まえたＴＰＰに関する決議をまとめる予定 示 た
）（（
（
。
　
その後、県議会議員と国会議員の両アクターが平行して方針づくりを急ぐこととな 。まず、自民党県議団は前
述のＴＰＰに関する決議をまとめる作業に着手した。この作業は、県連政務調査会の活動方針づくりと連動され、「本年度の活動方針」が示される六月の県連定期大会を目途に、交渉に対する県連の立場を示すところに集約されることになった
）（（
（
。一方、国会議員たちは県選出議員同士の協力の下、政府がＴＰＰ交渉を進める際に後ろ盾になる国会
政策過程における政党組織の役割（李）

九一
決議をまとめ、四月に法案成立を果たした（上述） 。そして、この国会決議を前提に、県連内部の議論を主導し、方針づくり 加速化させた。周知のように、七月に参議院議員選挙を控えていた自民党はＴＰＰ交渉参加への影響が選挙に響くこと 懸念した。実際、鹿児島でも選挙戦でＴＰＰ交渉に関する具体的な政策方針をめぐる言及は控えられていた。その代わり、県連レベルで一定 合意形成を行うことによって、ＴＰＰ推進に対する県内自民党の政策的一体性を図ろうとし
た
）（（
（
。県連は六月二日に開催された定期大会を通じてＴＰＰ推進の立場を示す同時に、 「交渉の結果、
国益が確保できないと判断した場合には脱退を辞さない」という趣旨の特別決議を採択した
）（（
（
。自民党県議団が主導と
なって作成されたこの特別 は 党中央の方針 受け入れつつも、一方では地方の反感を考慮することによって、反対から推進へ転じる際 違和感を緩和するも となった。県連が正式に表明したＴＰＰに対する立場は以下となる。
「ＴＰＰ交渉において、守るべき国益を十分に踏まえ、これを断固として守り抜くと同時に足腰の強い農林水産業の振興」（ 『平成二五年度
　
鹿児島県連政務調査会活動方針』 ）
　
県連が方針決定の最終ステージになったのは、六月に開かれる定期大会である。同大会で党員を代表する四〇〇～
五〇〇人の代議員から承認を得ることによっ 、上記の方針は正式に認められた。ここで、注目できるのが県連における政策決定 流れである。鹿児島県連では、毎年 各委員会および部局で五月を前後にして「本年度の活動方針」を決め が、実際にこの方針を決めるのは、県連執行部と常任顧問である。そ て、この執行部と常任顧問は鹿児島県を選挙区とする八 衆・参国会議員 中心に構成される。五月末から六月上旬にかけて執行部・選挙対策常任委員合同会議と常任顧問会議が開かれ、政策方針 大筋が決まる。ま 、こ 方針が数日後 総務会 経て最初決定と
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
九二
なり、定期大会で正式に承認される
）（（
（
。こうした正式的決定の流れの中でＴＰＰに対する方針が県連政務調査会の政策
方針の一つとしてこの場で正式に承認されたのである。
?????????
　
政府がＴＰＰ参加を正式表明した二〇一三年三月から約三カ月の間で、ＴＰＰに対する鹿児島県内の風向きは大き
く変わることとなった。農業従事者の不安が完全 払拭 ていなかったとはいえ、それまで日本政府のＴＰＰ参加においてもっとも大きなハードルであった国内世論が短期間で交渉過程を見届けるところにまで収まった重要な要因の一つとし 、上記の地方組織 役割を位置づけること できる。七月 参議院議員選挙を目前にし、政府のＴＰＰ参加表明の影響を懸念した自民党地方組織が、六月定期大会という形式的・日常的意思決定過程の中で県内農業関係者の不満を圧縮し、タイミングよく救いあげることによって、国会─党中央─地方組織にまたがる一定の理解と合意が導き出されたのである。ＴＰＰ「反対」を主張してきた自民党慎重派みずからが、県民への政策説明と説得 積極的に取り組むことによって 政府のＴＰＰ推進もようやく整合性がとれるようになったから 以下では このＴＰＰ政策方針 修正過程から浮かび がる県内政治アクターの役割を確認してお たい。　
????????????????
　
まず、地方組織のとりまとめ役としての国会議員のリーダシップである。国会議員は党中央と地方の仲介者となり、
政策決定の際に大きな影響力を発揮した。執行部の構成でもわかるように、県連では国会議員が中心と て組織内部の方針を決め、組織の運営方針として掲げる。また 地域レベルで上がってく 要望もしくは陳情を受け止め い
政策過程における政党組織の役割（李）

九三
るのも個々の国会議員の選挙区支部や後援会であることから、地域有権者と接する組織の最前線を担っている
）（（
（
。とく
に、県連会長である森山裕
）（（
（
、小里泰弘
）（（
（
、野村哲郎
）（（
（
は代表的な農林族として知られ、ＴＰＰに対する慎重な見方を示し
ていることから、農業従事者やＪＡからの信頼が厚い人物である。　
しかし、県内における彼らの行動を追ってみると、彼らが単に地域や農業関係者の代表者であったとはいい難い。
むしろ、政府・党本部の方針を反映する中で噴出しうる地方での個別的事項に対処することによって、ＴＰＰ推進に対する県内の反感を緩和する調整役を努めたと考え れる。という も、政府・党本部がＴＰＰ交渉を表明して以来、かつてＴＰＰ阻止の先方に立っていた彼らの行動は目立たなくなったが、県連レベルでのＴＰＰの受け止め方は彼らの認識と同じ歩調で穏やか 修正された。このことは、ＴＰＰをめぐる地方 の合意形成過程で党中央の影響力が極めて重要であったことを物語ってい 。　
?????????????
　
次に、政党と県政を結びつける地方議員の役割についてである。本来、鹿児島県の政治アクターはＴＰＰ交渉参加
に極めて否定的であった。ＴＰＰをめぐる議論がなされ始め 二〇一〇年以降、同県 自民党アクターは常にＴＰＰ参加撤回を強く求めてきた。し し、二〇一二年一二月 自民党政権発足後、官邸と党執行部の主導で
 ＴＰＰ参加
と交渉が進んでい 中で、党の正式決議を尊重す という党として 一体性が強調された結果、国内農業へ 被害を懸念する地方アクターの本音は、実際ＴＰ 交渉と合意 場で十分に反映されてはいない。　
ところが、地方議員の役割が限定的であったとは限らない。県連で決まった活動方針を受け入れざるを得なくなっ
た地方議員たちは県連とは別のルート すなわち、地方政府を通し 鹿児島 要求を中央に届けようとした。鹿児
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九四
島県議会はＴＰＰの進展動向に合わせて意見書を決議し、中央政府と国会の代表者に提出した。まず、二〇一〇年一一月八日に決議した「ＴＰＰへの対応に関する意見書」では参加 際して十分に議論することを要請した
）（（
（
。そして、参加決定後の二〇一三年三月に決議した「ＴＰＰ交渉
参加に関する意見書」では関税撤廃 除外品目が明らかではないことにふれ、鹿児島県の基幹産業 あ 農業分野への影響を懸念する地方の声を伝え、真剣 対応することを強く要請
）（（
（
。一年後の二〇一四年三月
にも「ＴＰＰ交渉 を決議し、重要五品目を守るという国会決議 実現すること、国民へ 情報開示を徹底することの つの要請を採択した
）（（
（
。この度重なる要請には、農業を機関産業とする鹿児島県
の憂い 中央政府や国会に伝えることで、慎重な交渉と対策を望む地方議員 認識が明確 示されてい 。　
しかし、自民党地方議員が単に地方の代弁者として行動したとは限ら
ない。
 県議会における行動を追ってみると、ＴＰＰ参加・交渉過程に
おいて党としての一体性 保とうとしていたことが窺われ 。その一例となるのが、自民党鹿児島県議会議員団の代表質問である。 〈表一〉で示されているように、彼らは年四回ある定例会にお て自民党 議団を代表して当面す 県政の重要課題について代表質問を行っ い が
）（（
（
、議
表 （　自民党鹿児島県議会議員団のＴＰＰ関連代表質問
時　期
代表質問における
ＴＰＰ問題への言及
主な質問内容とＴＰＰへの立場
（0（（ 年 （ 回（（ 人） ・ＴＰＰ参加阻止を主張
（0（（ 年 （ 回（（ 人） ・ＴＰＰへの参加を阻止する対応
（0（（ 年 （ 回（（ 人）
・慎重な交渉を要請
・鹿児島県の対応について
・ＴＰＰ交渉内容と今後の対応
（0（（ 年 な　し な　し
（0（（ 年 な　し な　し
（0（（ 年 （ 回（（ 人） ・鹿児島県農業のＴＰＰ関連対策
（0（（ 年（（（ 月現在） （ 回（（ 人） ・ＴＰＰ協定の展望と農産物輸出拡大策
出所：鹿児島県議会議事録（http : //asp.searchi.com/kagoshima/　検索日：（0（（ 年 （（ 月 （（ 日）
に掲載された自民党県議会議員団の代表質問を基に筆者作成。
政策過程における政党組織の役割（李）

九五
員団の姿勢は党中央や県連の決定と同様の動きを見せているからである。交渉参加前ではＴＰＰ反対を訴えていたが、進行中には言及を控え、大筋合意後には地方政府に対してＴＰＰ
 対策を求めていた。
　
こうした相反する二つの動きは、県政においてＴＰＰ対策を急ぎ県民に伝えようとする姿勢として解釈できる。鹿
児島県の自民党地方議員 、自民党を代表して党の基本方針 伝え理解を示す一方で、鹿児島選出の国会議員、県議会、知事、関係団体が連携して県として働きかけを行うことが重要であるという共通認識を持ち続けていた。よって、自民党地方議員は県政ルートを活用し には地方の事情を伝達すると同時に、県政でのＴＰＰ対策を求めることで、県民に対して県内農業政策の取り組み 提示する、いわば自民党─地 政府の間の仲介役を演じていたと考えられる
第三節
　
ＴＰＰ大筋合意後の政治過程（二〇一五年一〇月以降～）
　
二〇一五年一〇月五日、ＴＰＰは大筋合意に至った。ＴＰＰ 多岐にわたる産業分野に影響を及ぼし得るが、農業
を基幹産業とする鹿児島県内の事情に相応するも であった は限らない。とりわけ、国会決議で明記されていた重要五品目の内、事実上関係撤廃の対象となった牛・豚などの畜産産業の生産率が高い鹿児島では、合意後の動向に不安を隠せなかった。ＴＰＰ大筋合意がなされた一〇月五日 当日、鹿児島県議会は直ちに「ＴＰＰ協定交渉 大筋合意に関する意見書」を決議した。決議書には、①ＴＰＰ協定 農業に与える影響 分析 、速やかに公開すること②国会決議 尊重したかどうかについて国会で十分に審議を こと、③具体的な対策を講じることなど、今後 対応に関する要請が盛り込まれ
）（（
（
。
　
ところが、結果として、鹿児島県ではＴＰＰ合意後から現在に至るまでの政治過程の中で、県内農業従事者から一
定の理解を得ることが可能になり、政府・自民党が進める新しい農業政策に見合う形で県内農 構造的転換を進め
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ている。こうした一定の合意と理解を得られた理由を党中央─地方組織アクターの対応から探ってみると、次のような政策的対応が注目できる。　
?????????????????????????
　
ＴＰＰ大筋合意後にみる政府─自民党中央対応の中でもっとも特徴的なところは、それまで明確にみえてこなかっ
た党中央の動きが活発になった とである。一〇月二七日、党本部では農林水産戦略調査会・農林部会合同会議を開き、ＴＰＰ対策大綱づくりの議論をスタートさせた。また、全国で説明会を開き意見聴衆に回るなど、党組織的ルートでの対応が強化された。この時、党中央がもっとも力を注いだのは、ＴＰＰ対策 含む形で今後自民党の農業政策の方向性を明確に示すことである。一一月一七日に公表された党のＴＰＰ対策方針には、新しい時代に見合う輸出拡大型農業へ大転換、すなわち「攻めの農業」への移行を見据え 上で地方との議論を強化し 農業新 向けて農業整備に取り組むこと 明確に示された
）（（
（
。この自民党側の提言に相応する形で、政府は一一月二五日に「総合的な
ＴＰＰ関連政策大綱」 決定し、行政的ルートで 産業への対処を行っ
た
）（（
（
。このことは、政府主導でＴＰＰ
 参
加・推進過程が進められたとするならば、合意後 国内対策づくりの段階では自民党主導が明確に掲げられたことを端的に表している。　
??????????????????????
　
大筋合意後、党内の政策議論は活発に展開された。とくに注目できるのが、党内政策グループ（インナー、
inner
circle ）間協議が再開されたことである。自民党では政策分野ごとに重要案件を議論し、政府─与党間大筋の政策方
政策過程における政党組織の役割（李）

九七
向を決めるインナーが存在する。ところが、ＴＰＰ推進過程において彼らの活動は極めて困難であった。これまでの国家間通商交渉とは異なり、ＴＰＰ交渉では保秘義務が厳しく働き、党内インナーでさえ十分な情報を得ることができなかったためであ
る
）（（
（
。大筋合意後、党側がもっとも力を注いだのは、これまで党に回ってこなかったＴＰＰ
 情報
を政府─与党 協議を通じて正確に把握し、関連産業への影響を最小限に抑える施策を速やかに提案することであこの時、政策に精通する行政感覚と地方現場の農民の声に敏感に反応する政治感覚を両立する存在として、インナーの役割が試されるのである。ＴＰＰ過程において農業部門のインナーは林芳正、西川公也、森山裕、野村哲郎 宮腰光寛、江藤卓、佐藤健、吉川貴盛、小泉進次郎などの政治家で構成されている
）（（
（
。この顔ぶれでもわかるように、農水
大臣経験者、政務調査会農林部会長、農村型選挙区 らびに職域代表の政治家で構成されるインナー同士 協議 、政府─与党内意思決定機関─ 業従事者の三角を結ぶ形で対策 骨格を作りあげることができた
）（（
（
。
　
????????????????
　
ＴＰＰ大筋合意に至を受け、一〇月七日に発足した第三次安倍改造内閣はその対応に取り組む姿勢が明確に表した。
とくに、推進過程では全面に出ること なかった慎重派議員 含め、推進派と慎重派が均等 閣僚と党要職に当てられた。ＴＰＰ対策本部の本部長代理に西川公也元農相を、幹事長に吉川隆盛元副農農相を配置したほか、農 水産大臣に森山裕が就任した。こ 人事は、ＴＰＰ慎重派議員であ 代表的な農林族を中心に施策を施すことによって、合意後 予想される農家の不安に答えようとする姿勢が反映されたものであったと考えられる
）（（
（
。
　
とくに注目できるのは、森山農政の影響力である。交渉の結果、重要五品目の内、牛・豚肉などの畜産品目に対す
る関税撤廃が決まり、農家への影響が懸念される中、選挙区（鹿児島四区）の特性から畜産産業 詳しい森山は施策
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づくりにもっとも適した人物であった。さらに、国会決議の発議者であった森山自らが農政の長として具体的な対策を講じることによって、ＴＰＰ交渉結果をめぐる政府─与党、行政─立法間のギャップを埋める役割も期待できるのである。実際、一一月二五日に政府が決定し 「ＴＰＰ関連政策大綱」でも、牛・豚マルキンの強化、畜産クラスター事業の強化、加糖調製品を対象として調整金の対象など、重要五品目関連具体策が提示され、早い段階で経営安定のための備えが施された
）（（
（
。さらに、平成二七年度補正予算や平成二八年度一般予算編成においても畜産関係事業や経
営安定対策関連予算が配分される うになっ 。後に、国会審議においてもＴＰＰ合意内容ならびに上記の行政的措置を踏まえ 上で、ＴＰＰ承認案は二〇一六年一二月九日に参議院を通過し、可 された。　
??????????
　
森山農相が加わった行政サイドの措置は、鹿児島県内事情にも一定の影響を及すことができた。全体として、県内
政治アクターや農業関係者は政府・自民党の対策に対して 定の理解を示してい からである。だが こうした県内の反応は、畜産産業の現状に対する県選出国会議員の知見が政府・党中央の対策づくりにおいて活かされるという期待と信頼が反映された結果でもあった。農業関係者側では 政府・自民 よるＴＰＰ対策 つ 一定の評価を示しつつも、同時に 対策の予算規模や攻めの へ 転換の具体策 つい さらな 検討を要請するなど 県内農業の行き先を懸念する声もあっ のが事実である
）（（
（
。
　
これを受け、県内自民党の動きも活発にな 。まず、政府・与党側の政策的取り組みと伝える国会議員の対応
活発になった。とくに もっと 旺盛に動いたのは野村哲郎参議院議員 ある。半年後 通常選挙を控えていた野村は、職域代表としてＪＡや農業関係者への説明を行うだけでなく、行政に移った森山大臣の代わりに県全体 回 、
政策過程における政党組織の役割（李）

九九
自民党の姿勢を伝えた
）（（
（
。二〇一五年一〇月から翌年二月にかけて、野村は県内一九カ所で
国政報告会を開き、後援会、党員、農業関係者に対して説明を行うことによって、農民の不安に対応することに努めた。その際に、彼がもっとも重点を置いていたのは、農民の目線で政策説明の責任 果たすことであったと考えられる。野村は行政サイドの措置だけでは農民の 向き合う は不十分 判断し、独自で今後の通商情勢に関する予測 対応を整理し、農家の不安を払拭することに主力を注いだ
）（（
（
。
　
この点、自民党長期政権期における国会議員の役割とは好対照をなしている。松村岐夫
らの研究で代表されているように、自民党の国会議員は中央での意思決定 おい 地方の選好を中央に伝えるプロセスをとってきた
）（（
（
。しかし、ＴＰＰ事例をみる限り、国会議員の
行動は単なるパトロネージ（
politicalpatronage ）とは異なる。彼らはＴＰＰ参加・交渉
中・合意後の三つのステージに合わせて、地方の不安に答えつつ党中央での対策づくりを担う仲介役を果した〈図二〉 。このことは、自民党 国会議員の対応に柔軟性が高まり、地方の選好を中央に伝え 政治的応答性
politicalresponsiveness ） 、政府与党として中
央の決定と方針 地方 策説明（
politicalaccountability ）を両軸にし均衡点を
導き出す新しい政策決定のプロセスに移行している可能性も十分に考えられる。　
一方、自民党県議団でも対策が急がれた。彼らの行動は、党中央─地方政府の両方に働
きかけることで一貫 ている。まず、党中央 対して 、農家の事情を伝え 役割を果たした。とくに、鶴田志郎
 （肝属郡区） 、瀬戸三郎
 （曽於市区） 、西高悟
 （志布志市・曽於郡
図 （　TPP 推進過程にみる政府・自民党の対応
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区） 、鶴薗真佐彦
 （薩摩川内市区）など、選挙区特性上農業政策に詳しく、自民党県連─県議会の両方で主要役職を
担当する農業通のベテラン地方議員を中心に県内農業の現状と対策が議論された。これらの議論は、県連役員会を通じたフォーマル・ルート、そして当該選挙区国会議員─地方議員同士の意見交換などの個別ルートを通じて党中央に伝えられた
）（（
（
。
　
また、県内部においても上記の県連─系列を通じた情報交換が活かされ、政府・党中央の政策的立場を見据えた上
で対策づくりが具体化されることになった。対策づくりの主な舞台となったのは、県連においては政務調査会と組織委員会、そして自民党県議団ならびに鹿児島県議会においては産業経済委員会、企画建設委員会であった
）（（
（
。その結果、
二〇一五年一二月一八日に 会において「鹿児島食と農の県民条例 もとづく基本方針」が決定された。そ には、県民からの意見を聴衆する方針が盛り込まれ いるほか、県政に対して農 整備が求められた
）（（
（
。ここに、政策過程に
おいて党中央と地方議会をつなぎ合わせる重要なアクターと 自民党地方議員の立ち位置が示されている。す わち、県連政務調査会─県 委員会を横断した政策決定 プロセスによって、党中央─地方組織─地方議会─地方政府の異なるレベルが結びつき 中央─地 またが 相互浸透的な具体策が講じられるようになったのである。
第三章
 政策変更と自民党地方組織の役割
　
これまで、自民党は政治活動や政策形成において地方の決定に委ねる傾向が多く、地方組織の自律性が高いとされ
てきた。そして、最近の自民党研究においても同様の見方が示さ てい 。こ 対し 本研究は鹿児島県の事例を借り 、政策過程における自民党中央─地方組織 関係と の役割 変化 てい を確認した。諸アクター間関
政策過程における政党組織の役割（李）

一〇一
係と行動様式の変化は次の四つにまとめられる。まず第一に、自民党が党としての一体的行動を強化し、党本部の意向が地方組織に浸透している。第二 、組織的凝集性を強める中でその役割が強化されると予測されていた県連は、現在のところ、自民党議員の集合体として位置づけられ、組織的再編もしくは権限の強化にまでは至っていない。その代わり、中央ー地方組織間政策的一 性を図る上で自民党政治家の行動が変化している。第三に挙げられる変 は国会議員の行動である。彼らは地方レベル 合意形成や組織運営面 主導する主要アクターであることが明確になった。そして、第四に、 議員も県連─県議会を横断す 政策決定のプロセスの主役として、 政策と地域の選好が相反した場合に、そ 政策的距離を埋める仲介役 演じ いたことが確認された。　
したがって、現在、自民党では政策的一体性を強化する中で、国会議員と地方議員がパトロネージ（
politicalpa-
tronage ）から党の代理人（
agent ）へとその役割を変えつつあると結論づけることができる。鹿児島県の事例によ
うに、有力議員を中心に中央─地方間 一体性がなされ、地方議員レベル も党 方針に対 一定 規制 作用しているのならば、それ自体、自民党組織運営ひいて 政党組織論への貢献になりうる。キッチェルトは、政 は有権者の支持を取りつける上で連携 パターンを戦略的に変えることができるとし 党ー有権者間関係は、票 利益の交換型連携、高度に体系的な政策プログラム型連携のみな ず、もはやそ 両者を組み合わせた連携もあ と指摘している。すなわち 彼は従来の固定的なリンケ ジ理論 問題点を提起し 政党─有権者関係に様々なバリエーションがあり得ると主張す 。その意味で、鹿児島の事例は 政策中心・政党本位移行期におけ 一つのバリエーションとしてキッチェルトが提示した概念に対する経験的な跡付けになり得る。　
ここで一つ留意しておきたいのは、上記の内容は自民党地方組織の自律性を実証した先行研究に対する反論にはな
らない。ＴＰＰ問題は地域に関わらず国全体 広く適用される政治課題であるため、先行研究が対象としてい 地域
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ごとの個別的政策に対する地方組織の行動とは事例とは異なる。党中央の政策方向が地方での要求と相反しない場合、地方組織 政策活動は一定の自律性を持ちうる。だが、地方の政策選好が国政の方向とかみ合わない場合、誰がどのような手続きをへて有権者 説明するのかが問われる。この点に着目すると、ＴＰＰ事例の重要性が際立つ。政府のＴＰＰ推進過程の中で繰り広げられた国内 政治過程、そこで政策責任を果たした当事者は有権者・支持者に直接面している地方組織であった。とりわけ、国会議員─地方議員同士の信頼関係（
hum
an-linkages ）に基づいた組織内
部の合意形成の仕 みは、自民党が 権を運営していく中で、政策を通じた政党─支持者間連携を可能にした重要要因であったと考えられる。　
しかしながら、残された課題も多い。新しい時代における自民党の政策説明メカニズムを導きだすには、地方組織
運営の多様性を踏まえた上でさらなる分析が求められる。先行研究で指摘しているように、地方組織のばらつきを考慮するならば、検証対象や事例を増やし、そこから浮かびあがる政策的説明構造の共通点は何かを明確にする必要があると考えられる。これについては今後の課題 して残し、機会を改め 論じることにしたい。
【付記】
 河野康子先生には、大学院時代から温情のこもったご指導を頂きました。未熟な筆者に研究者の道を開いてく下さった恩師に、心よりお礼申し上げます。
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年以降
 上』東京大学出版会、一二
～
一三頁、
C
urtis,G
erald.（（（（.E
lection C
am
paigning Japanese Style.C
olum
biaU
niversity
P
ress 、井上義比古「国会議員と地方議員の相互依存力学─代議士系列の実証研究」 『レヴァイアサン』一〇号、一九九二年、一三三
～一五五頁などを参照。
（
（）　
浅野正彦『市民社会における制度改革─選挙制度と候補者リクルート』慶応義塾大学出版会、二〇〇六年、一七一～二二九頁。
（
（）　
山田真裕「保守支配と議員間関係──町内二派対立の事例研究」 『社会科学研究』五八五巻六号、二 〇七年、四九 六五頁。
（
（）　
丹羽
 功「自民党地方組織の活動─富山県を事例として」大嶽秀夫編
 『政界再編の研究─新選挙制度による総選挙』有斐閣、一九
九七年、二五三 二七 。
（
（）　
砂原庸介「もう一つの政界再編」御厨高編
 『変貌する日本政治』勁草書房、二〇〇九年、一〇一～一二六頁
（
（）　
辻
 陽「政界再編と地方議会会派──『系列』はいきているのか」 『選挙研究』
 二四巻一号、二〇〇八年、三八～五二頁。
（
（）　
建林正彦編『政党組織の政治学』東洋経済新報社、二〇一三年。
（
（）　
K
itschelt,H
erbert.（000. “L
inkagesbetw
eenC
itizensandP
oliticiansinD
em
ocraticP
olitics. ”C
om
parative P
olitical Studies
（（ （
（ ）,pp.（（（ ─（（（;K
itschelt,H
erbertandStevenI.W
ilkinson.（00（.P
atrons, C
lients and P
olicies: P
atterns of D
em
ocratic A
c-
countability and P
olitical C
om
petition.C
am
bridgeU
niversityP
ress,pp.（ ─（（.
（
（0）　
e-state
政府統計総合窓口「地域別統計デー タベー ス」 （
h
ttp
://w
w
w
.e-stat.g
o.jp/S
G
（/ch
iik
i/T
ou
k
eiO
peration
S
ettin
g
D
is-
patchA
ction.do　
検索日：二〇一五年四月二四日） 。
（
（（）　
農林水産省大臣官房統計部『農林主産統計：平成二五年
 農業算出額及び生産農業所得』二〇一四年、一頁。鹿児島県は、とくに
牛・豚など畜産の生産率が高い。
（
（（）　
鹿児島県農政部「ＴＰＰ協定参加により関税撤廃された場合の鹿児島県農林水産業等への影響試算について」二〇一三年、一頁。
（
（（）　
国政選挙においては、五つの衆議院議員選挙区と一人区 参議院選挙区で構成され 。第三区を除いてはすべ 自民党候補者が当
法学志林
　
第一一五巻
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
一〇四
選を果しており、衆院選比例区当選者、参院選比例区当選者を合わせて八人の自民党国会議員がいる。なお、二〇一七年一〇月の衆議院議員選挙からは区割り是正により四つの選挙区に変更され、現在は七人となっている。そして、県議会レベルでも自民党は圧倒的な多数を占めている。二〇一一年の地方選挙における県議会議員当選者五四人のうち三八人が自民党所属であり、二〇一五年地方選挙でも三七人が自民党所属である。さらに、二〇一七年八月以降からは無所属一人の入党が決まり、現在は三八人となっている。
（
（（）　
W
einer,R
obert.（00（. “K
agoshim
a:T
heP
refecturethatrealignm
entforgot. ”InR
eed,R
.Stevened.Japanese E
lectoral P
oli-
tics: C
reating a N
ew
 P
arty System
.R
outledge,pp.（（（ ─（（0.
（
（（）　
鹿児島県選出の自民党国会議員のうち、森山裕（衆議員四区、旧五区） 、金子万寿（衆議員二区） 、尾辻秀久（参議院鹿児島選挙
区）の三人が地方議員や首長出身者である。とくに、森山は自民党鹿児島県連の会長を努めており、中央─地方議員間協力体制を担う中心人物である。
（
（（）　
鹿児島県内自民党とＪＡとの信頼関係を結ぶ重要な人物として、ＪＡ鹿児島中央出身の野村哲郎参 院議（鹿児島県選挙区）の存
在感が大きい。現在、鹿児島農政連 挙で推薦す のはすべて自民党候補者であり、推薦の際には必ず「政策協定」を結ぶ。なお、二〇一三年以降の政策協定にはＴＰＰに関連した項目が付け加え れることとなった。鹿児島中央農政部関係者 インタビュー内容（実施日：二〇一五年九月二九日） 。
（
（（）　『農業協同組合新聞』二〇一三年二月一九日。
（
（（）　『農業協同組合新聞』二〇一三年一月八日。
（
（（）　
二〇一二年一一月に開かれた自民党役員会においてＴＰＰ参加問題を総裁に一任することを決めた。
（
（0）　
このハードルをクリアするべく、日本側は
 二月二二日の日米首脳会談においてＴＰＰが聖域なき関税撤廃を前提とする交渉では
ないことを確認した。安倍首相は「一定の農産品 センシティビティが存在し、 方的 全ての関税を撤廃することをあらかじめ約束することを求められるものではないことを確認した」と述べた。首相官邸「内外記者会見」二〇一三年二月二三日。
（
（（）　
六項目は自民党の経済連携問題に関する小委員会でまとめたも である。詳細な内容は以下を参照。自民党
. 「ＴＰＰについての
考え方」 。 『
T
heF
axN
E
W
S. 』
N
o.（（（, 二〇一二年三月。
（
（（）　
自由民主党政務調査会
　
外交・経済連携調査会。 「ＴＰＰ交渉参加に関する決議（別紙）ＴＰＰに関してまもりぬくべき国益」二
〇一三年二月二七日。
（
（（）　
二〇一三年二月二八日の衆院予算委員会で安倍首相は「関税に関する項目以外 五項目は正確には公約ではない。目指すべき政
策」と答弁したが、自民党側は「六項目が公約」と主張した。
政策過程における政党組織の役割（李）

一〇五
（
（（）　
当時、外交・経済連携調査会のもとにＴＰＰ
 対策委員会を設置することが決まっていたが、その後、調査会自体を党則で定める
総裁直属機関としたため「外交・経済連携本部」に名称を改め、その下にＴＰＰ対策委員会が設置された。 『農業協同組合新聞』二〇一三年二月一九日。
（
（（）　
ＴＰＰ対策委員会には三つの会議が設置された。まず、主観会議は国益や聖域について検討するほか、地方の状況を把握し、地方
議会、関係団体、省庁などと調整し、委員会としての考えた方を取りまとめる。もう一つは、産業・分野別に分かれた五つのグループである。五つのグループは、①外交、②財務金融、③厚生労働（医療分野と食の安全・安心など） 、④農業、⑤自動車などの経済産業である。最後に三つ目は「ＴＰＰ二一作業分野に対する検討チーム」である。このチームでは二一分野を五つのグループにわけ、現在のＴＰＰ交渉の分野別状況の情報収取 分析に当たり、第一～五グループの議論 連携を図る。なお、グループ 合は三月六日から開始され、三月一三日に決議が導き出された。
（
（（）　
ＴＰＰ対策委員会は、三月一二日にだされた五 グループ別とりまとめ報告をもとに、翌日「ＴＰＰ対策に関する決議」をまと
めた。決議は冒頭で「先 総選挙において、自由民主党はＴＰＰ交渉参加に関し六項目の約束を国民に対して行って選挙戦に臨み、政権復帰を果たした。これらの公約は、国民との直接の約束であり、党として必ず守らなければならない」とし、ＴＰＰ交渉参加を肯定しつつも、政府側が党側（ＴＰＰ対策委員会） 緊密に連携し 慎重に 渉を進めるべきであることを明記している（自由民主党外交・経済連携本部ＴＰＰ対策委員会「ＴＰＰ対策に関する決議」平成二五年三月 三日） 。
（
（（）　
国会議事録「 （ＴＰ ）協定交渉参加に関する件」第一八三回国会
 農林水産委員会
 第六号、平成二五年四月一九日（
http
://kok-
kai.ndl.go.jp/SE
N
T
A
K
U
/syugiin/（（（/000（/（（（0（（（000（00（c.htm
l　
検索日：二〇一六年一月二〇日） 。
（
（（）　
自民党国 員のインタビュー内容（実施日：二〇一七年一月二四日） 。
（
（（）　
同上。
（
（0）　
自民党県連と同党県 団は二〇一一年三月一一日、政府が交渉参加を検討しているＴＰＰについて、断固反対する決議文をまとめ
発表した。近く党本部に送付するほか、県 選での争点化もにらみ農業 医療 など県内の同党友好団体 も提出した。決議文では「ＴＰＰは実質的に日・米・豪の貿易自由化協定。他国の基準や競争条件を押しつけ、郵政や金融、医療、介護など多様な分野に影響し、国民生活の安定を脅かす」と指摘している。特に農業分野では「県内で
（,（（（
億円の影響が推計され、ほとんどの農山漁村が衰退
し、水源確保や県土保全の機能まで失われ 」との懸念を示し、参加 断じて容認で ないとした。 『南日本新聞』二〇一一年〇三月一一日。
（
（（）　
森山会長は、県関係国会議員を各地に派遣する意向も示した。先の衆院選で自民が掲げた「聖域なき関税撤廃を前提にする限り交
法学志林
　
第一一五巻
　
第一・二号合併号

一〇六
渉参加に反対」との公約に言及し、国民との約束を果たす決意を述べた。県選出のＴＰＰ慎重派議員らが関わった農産品を関税撤廃の例外とする党の決議や、日米間が重要品目を認めた共同声明を安倍外交の実績として「 交渉は変質しつつある」と指摘。その上で決議を守ることにより農業団体の理解を得られるとの認識も示した。 『南日本新聞』二〇一三年〇三月一六日。
（
（（）　
県連政調会長の大久保博文（県議、鹿屋市・垂水市区）は「本県の第一次産業への影響を抑えるよう配慮されていることが分かっ
た。農家らの不安を薄めるために われわれも一緒に行動していく」と述べた。同上。
（
（（）　
自民党県議団は、県連政務調査会を通じて各支持団体の意見を聴収した後、県議団内部の議論を経て、みずからＴＰＰに関する決
議を作成した。鹿児島自民党県連政調会長インタビュー（実施日：二〇一七年八月一八日）
（
（（）　
自民党鹿児島県連は六月二日、参院選必勝決起大会を兼ねた定期大会を鹿児島市で開き、鹿児島選挙区と比例代表の各候補の必勝
を誓い、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関する特別決議も採択した。 『南日本新聞』二〇 三年〇六月〇三日。
（
（（）　
鹿児島県議会議事録「平成二五年
　
第二回定例会（第二日目）本文」二〇一三年六月一二日（
http
://asp.searchi.com
/kagoshi-
m
a/ 検索日：二〇一六年一月二四日） 。
（
（（）　
自民党中央と同じく、県連の総務会や定期大会は議論の場とは言えず、正式的な手続きの場としての性格が強い。自民党鹿児島県
支部連合会事務局関係者インタビュー（実施日：二〇一五年九月二八日） 。
（
（（）　
同上。
（
（（）　
森山は、農業に詳しい代表的な国会議員の一人として、農業政策に対する地方での信頼が厚い。市議会議員を経て 現在は鹿児島
四区（旧五区）の多選衆議院議員である。地元の重要な産業でる酪農に詳しく、農林水産大臣経験者でもある。農業に関連し 主な役職は以下となる。ＴＰＰ参加の即時撤回 求める会会長（二〇一〇年） 、衆議院農林水産委員長（二〇一二年） 、自由民主党ＴＰＰ対策委員長（二〇一四年） 、第三次安倍改造内閣で農林水産大臣（二〇一五年） 。
（
（（）　
小里は、小里貞則（父）の地盤を引き継いで鹿児島三区（旧四区）で五選を果たした世襲議員として、農業政策に詳 い県選出の
有力国会議員の一人であ 農業に関連した主な役職は以下となる。自民党農林部会部 （二〇一二年） 、農林水産大臣政務官（二〇一三年） 、衆議院農林水産委員長（二〇一六年） 。
（
（0）　
野村は、ＪＡ鹿児島中央出身の鹿児島選挙区参議院議員であり、ＪＡからの支持が厚い 員 一人である。第二次安倍 権では農
林水産副大臣を歴任し、参議院農林水産委員長、農林水産戦略調査会の事務局長、畜産・酪農 策小委員長を歴任 二〇一七年現在、政務調査会農林部会長を務めている。
（
（（）　
鹿児島県議会議事録「ＴＰＰへの対応に関する意見書」平成二 年 一月臨時会（
http
://asp.searchi.com
/kagoshim
a/ 検索日：
政策過程における政党組織の役割（李）

一〇七
二〇一七年一月二四日） 。
（
（（）　
鹿児島県議会議事録「ＴＰＰ交渉参加に関する意見書」平成二五年第一回定例会（
http
://asp.searchi.com
/kagoshim
a/ 検索日：
二〇一七年一月二四日） 。
（
（（）　
鹿児島県議会議事録「ＴＰＰ交渉参加に関する意見書」平成二六年第一回定例会（
http
://asp.searchi.com
/kagoshim
a/ 検索日：
二〇一七年一月 六日） 。
（
（（）　
質問者は、予算を伴う第一回と第三回は二人、第二回と第四回は一人とし、質問時間は答弁を含め一人当たり一二〇分以内となっ
ている。自由民主党鹿児島県議会議員団ホームページ（
http
://w
w
w
.k-data.net/jk/diet/index.php ．検索日：二〇一七年四月二六日） 。
（
（（）　
鹿児島県議会議事録「ＴＰＰ協定交渉の大筋合意に関する意見書」平成二七年第三回定例会（
http
://asp.searchi.com
/kagoshi-
m
a/ 検索日：二〇一六年一月二六日） 。
（
（（）　
二〇一五年一一月 七日に提示された自民党農林水産戦略調査会・農林部会「 【農政新時代】─努力が報われる農林水産業の実現
にむけて─」には、今後 民党が農業対策を練り上げていく中で柱となる二つの考えが示されている。その一つは、地方の生産者の不安にこたえることである。同党は、二〇一六年秋をめどに生産者の意見を聞きながら政策の具体的内容を詰めていくことを明記している。もう一つは、多数の有権者である消費者側の目線 意識した対策づくりに取り組むことである。そこには、農業保護やばら撒きとは一線を画し、国民全般へ 理解を求め という狙いがあったと考えられる。そして、三日後の一一月二〇日、自民党は「ＴＰＰに関する総合的な政策対応に向けた提言─新輸出大国、グローバル・ハブ、農政新時代 目指して─」を発表し、党としての取り組みを明確にした。同決議の内容 農林水産戦略調査会・農政部会 決 と同様な見方から具体策にふれたものとなっている。
（
（（）　
さらに、三千億円規模の補正予算が出され、農林水産関連のＴＰＰ対策費が決定されたが、ウルグアイラウンド当時の予算配分
（六兆円）にははるかに及ばず、ばらまきとは一線を画した対応がとられた。また、農林水産省側も全国都道府県を対象とした説明会を開催し、農業関連対策の具体案を提示するなど、農業従事者に対して行政 ートからの 策説明 担うこととなった。
（
（（）　
自民党関係者によると、二〇〇七年のＥＰＡ交渉と比較して、ＴＰＰ推進過程では党内に十分な情報が回ってこない非常に特殊な
状況であったという。ＥＰＡの時は交渉中にある程度コントロールができたが、ＴＰＰ交渉の時は、進捗状況を知っていた は政調会長を含め一─ 二人ほどに限られていたため、地元で説明を行い、要請に答えるのも困難であった。自民党関係者インタビュー（実施日：二〇一六年三月二六日） 。
（
（（）　
インナーの構成は、 執行部が推薦する政策通の政治家、政調部会長などで構成される。そして入閣したメンバーは在任中の間イ
ンナーから外される。なお、鹿児島県選出の二人国会議員が 現在、自民党農業政策のインナ として活躍している
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
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（
（0）　
ＴＰＰ交渉の際にインナー間協議が集中したのは、二〇一五年一〇月の大筋合意後である。彼らは緊急協議を重ね、政府─与党議
員が納得できる政策（落としろ）を決めた。その後、農林部会内部の意思決定過程を経て、党の政策的方針が決まった。二〇一六年三月現在、農業関連で八本の重要法案がまとまり、閣議決定が決まっている。自民党関係者インタビュー（実施日：二〇一六年三月二日） 。
（
（（）　
その反面、党人事面では、ＴＰＰの内容を全国各地で説明する必要があることから、小泉進次郎農林部長をはじめとする推進派が
配置され、党内議論をとりまとめること なった。
（
（（）　
ＴＰＰ総合対策本部『総合的なＴＰＰ関連政策大綱』二〇一五年一一月二五日による。なお、政府は二〇一七年二四西、ＴＰＰお
よび日ＥＵ・ＥＰＡの発効を見据え、二〇一七年一一月二四日に「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を改訂し、 「総合的なＴＰＰ等関連政策対応」として決定した。
（
（（）　
たとえは、二〇一五年一一月三〇日
 ＪＡ鹿児島県大会では「畜産政策や価格に関する提案と要請書」を決定し、ＴＰＰ大筋合意
に対する「特別決議」を行った この決議 は 五品目関連の対策について具体的な内容が示されていることに対して一定の評価を示す一方で、対 の予算規模や攻めの農業への転換の具体 についてさらなる検討が必要であるとし、関連対策について合意内容 検証や対策の強化を求めた。ＪＡ鹿児島県大会「ＴＰＰ協定から農業・農振を守る運動の継続・強化に関する特別決議（案） 」二〇一五年一一月三〇日。
（
（（）　
県選出国会議員の間では一定の組織的・政策的対応の棲み分けがある。日頃、森山が県議会議員や地方組織を担当し、野村はＪＡ
や農業関係者を担当する。 面でも、衆議院議員は社会インフラに対応し、参議院議員は職域代表として農業政策に対応する形で一定の役割分担があるという。鹿児島県選出国会 員インタビュー内容（実施日：二〇 六年三月二四日） 。
（
（（）　
野村は、ＴＰＰ合意後の影響について独自の資料（ 「ＴＰＰ合意後の影響について」 ） 作成し、地元の集会を回った。同資料は
ＥＰＡ発効後に輸入肉の売り上げ状況、国産肉の値段の動向を根拠に、今後ＴＰＰ合意が結ばれても中国に買い負けをすると考えられるため、ＴＰＰが発効されたとしても国内畜産 業に与える打撃は大きくないことを統計資料をもっ 説明したもである。なお、資料に示された数値は農林水産省に依頼 作成され ものであり、二〇一六年参 院議員選挙選では、他の自民党候補者も同資料 使われたという。同上。
（
（（）　
松村岐夫『地方自治』
 東京大学出版会、一九八八年、一〇八～一一三頁。
（
（（）　
鹿児島県議会議員・ 民党鹿児島 連執行部関係者インタビュー（実施日：二〇一七年一月二六日） 。
（
（（）　
鹿児島県議会 員・自民党鹿児島県連執行部関係者インタビュー（実施日：二〇 七年八月 八日） 。
政策過程における政党組織の役割（李）

一〇九
（
（（）　
鹿児島県議会議事録「平成二七年第四回定例会
　
第六日目」二〇一六年一二月一八日（
http
://asp.searchi.com
/kagoshim
a/ 検索
日：二〇一六年一月二六日） 。
